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砂浜海岸で発生する離岸流の流況把握に関する研究 
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1．研究目的と背景  

毎年多くの海浜事故が発生しており，離岸

流に起因した海浜事故事例も多く報告されて

いる．カスプ地形における離岸流の発生間隔

については既往研究の犬飼ら [1]によって柴崎

ら [2]の手法を用いた推算式を用いることで推

算可能であることは分かっている．しかしな

がら離岸流の流速については，既往研究の離

岸流調査により離岸流の流速の観測は行われ

ているが，一般に認知された推算式が存在し

ていない．本研究では，砂浜海岸における離

岸流の発生状況を把握し，波高と離岸流流速

の関係を明らかにし，波浪・地形条件から定

量的に離岸流流速を把握する手法を考案する

ことで水難事故防止の知見に資することを目

的とした． 

 

2．研究手法  

本研究では，海岸付近から沖向きに流出す

る局所的な流れを離岸流と定義して観測・解

析を行った．  

現地調査を実施し，実際の離岸流の挙動を

観測した．現地調査により得られた離岸流の

流速や発生規模と離岸流の流速，発生規模に

ついての式により算定された推算値との比較

を行い，正確な離岸流発生状況の把握手法の

検討を行った．  

 

3．現地調査の概要  

現地調査は平成 27 年 12 月 9 日に新潟県北

蒲原郡聖籠町網代浜海水浴場で行った (図‐

1)．調査時に現地海岸の離岸流場に海面着色

剤を散布して離岸流の可視化を行い，海面着

色剤が離岸流によって拡散す様子を UAV マ

ルチコプターで空から空撮した映像から離岸

流の挙動を把握した．また，調査時の海象把

握には，現地海岸から最も近い国土交通省港

湾局の波浪観測所で観測されたナウファス波

浪データ [3 ]を使用した．   

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図-1 調査海岸(網代浜海岸) 

 

離岸流調査にて観測された離岸流の発生状況

の一例を図-2 に示す．このケースでは汀線付

近 か ら 水 深 80cm 程 度 ま で は 流 速 が 遅 く

0.1m/s 程度の流速であったが，それよりも深

い場所では離岸流の流速は 0.24m/s 程度とな

った．また砕波帯の外側付近で向きを変え並

岸流となったが，その時の流速は 0.47m/s 程

度であった．その後向きを変え向岸流となり，

流速は 0.22m/s 程度であった．  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図-2 離岸流・向岸流速の観測値  
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また本研究で実施した離岸流調査では，汀

線から 18m，30m，40m，50m 地点において

流速計を使用し，離岸流流速の測定を行った．

流速計による測定値と UAV 映像から算定し

た離岸流の流速との比較を行い，UAV 観測に

よる離岸流の流況把握の妥当性について検討

を行った．各地点における離岸流の平均流速

は，18m 地点で 0.38m/s，30m 地点で 0.28m/s，

40m 地点で 0.23m/s，50m 地点で 0.27m/s で

あった．  

 

 

 

 

 

 

 

 

図-3 汀線から 18m 地点における流速計 

測定値と UAV 観測値の比較  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図-4 汀線から 30m 地点における流速計  

測定値と UAV 観測値の比較  

 

 

 

 

 

 

 

 

図-5 汀線から 40m 地点における流速計  

測定値と UAV 観測値の比較  

 

 

 

 

 

 

 

 

図-6 汀線から 50m 地点における流速計  

測定値と UAV 観測値の比較  

  

各 地 点 に お い て 流 速 計 に よ る 測 定 値 と

UAV 映像から算定した離岸流の流速との比

較を行ったところ，ほぼ等しい値となったこ

とから UAV 観測により離岸流の流速を把握

の可能であることを確認した．  

 

4．推算式による離岸流の発生状況の推算  

4.1 離岸流流速の推算式による推算  

離岸流流速の推算には，西の手法 2）を参考

にして，汀線からの離岸距離 x における離岸

流の流速を推算する式 (1)を用いた．また本研

究では，既往研究の犬飼ら [1]による数値シミ

ュレーションにより，海岸構造物が存在する

海岸では海岸構造物が存在しない海岸に比べ

離岸流流速が約 2/3 になるという結果を踏ま

え，海岸構造物による影響を補正する値とし

て離岸流流速の推算式に補正係数=2/3 を追加

した．  

 

𝑈(𝑥) =
𝛼 × 𝑝 × 𝑉𝑙 × 𝐴𝑙

𝐴𝑟𝑖𝑝
⁄                                  (1) 

ここに，α は海岸構造物による影響を補正す

る値 (本研究では 2/3 を使用 )，p は分配率 (1.0

～0)，A l は沿岸流の断面積 (m2），Ar ip は離岸

流の断面積 (m2），V l は沿岸流の流速（m/s）で

ある．また，沿岸流流速 V l の推算には，現地

適合性が高い Komar and Inman3)の式 (2)を

用いた．  

 

𝑉𝑙 = 1.0√𝑔𝐻𝑏 sin 𝛼 cos 𝛼          (2) 
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ここに，g は重力加速度 (9.8m/s2)，𝐻𝑏は有義

波高 (m)，α は沖からの波の入射角 (°)である．

式 (2)より算定された沿岸流流速 V l を表 -3 に

まとめる．  

 

表-1 Komar and Inman の式より算定した  

沿岸流流速  

 沿岸流流速 (m/s) 

ケース 1 0.35 

ケース 2 0.35 

ケース 3 0.35 

ケース 4 0.40 

ケース 5 0.40 

 

沿岸流，離岸流の幅は，UAV により上空か

ら撮影した映像から求めた．算定した沿岸流，

離岸流の幅を表 -2 にまとめる．  

表-2 算定した沿岸流幅及び離岸流幅  

 沿岸流の幅

(m) 

離岸流の幅

(m) 

ケース 1 18 9 

ケース 2 18 9.5 

ケース 3 16 9 

ケース 4 18 8.7 

ケース 5 16 9 

 

断面積の算定に必要な網代浜海岸の水深は，

平成 27 年 7 月 21 日に新潟県が測量をした地

形図のデータを調査時の網代浜に隣接する新

潟東港の潮位変化で補正し (図 -7)，水深変化図

を作成し算定した (図 -8)．  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図-7 新潟東港の潮位変化(TP 基準) 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図-8 潮位補正後の水深変化図  

 

分配率 p は西の手法の概念より，式 (3)によ

って算定した．算定した分配率 p を表 -2 に

まとめる．  

  𝑝 =
𝑄𝑟𝑖𝑝

𝑄𝑖𝑛
            (3)  

 

表-2 算定した分配率  

 分配率 p 

ケース 1 0.75 

ケース 2 0.79 

ケース 3 0.85 

ケース 4 0.73 

ケース 5 0.85 

 

以上，求めたパラメーターを使用し，離岸

流流速の推算式 (2)より離岸流流速を推算し

た．図 -9 に，式 (1)による離岸流流速の推算値

と観測値の比較を示す．  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図-9 離岸流流速の推算値と観測値の比較  
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西の概念を用いた離岸流流速の推算式により

観測値とほぼ等しい値を推算できた．この結

果から，一様勾配における離岸流の流速は，

波高，波の入射角及び海底地形に依存すると

いえる．また，汀線からの離岸距離による平

均誤差率の変化 (図‐10)を見ると汀線からの

離岸距離が大きくなるにつれて誤差率も大き

くなっている．これは今回使用した離岸流流

速の推算式は離岸流流量が一定であると仮定

し，推算しているためであると考えられる．

推算式に離岸流流量の減衰項を導入すること

でより精度よく離岸流速を推算可能ではない

かと考えられる．この点については今後の課

題としたい．  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図-10 離岸距離による平均誤差率の変化  

 

4.2 離岸流発生間隔の推算式による推算  

離岸流調査時に 3 ケースの循環流を観測で

きた．調査時には約 110m 間隔で離岸流が発

生していた．循環流を観測することができた

ので，既往の離岸流の発生間隔の推算式によ

る推算を行った．離岸流発生間隔の推算値の

推算には，次に示す佐々木らの手法による推

算式 (4)を用いて比較をおこなった．   

 

𝑌𝑟 = 1.08𝑇1.41𝐻𝑏
0.54(tan𝛽)−0.64       (4) 

 

ここに，現地観測で得られた周期 T(s)，砕波

波高  𝐻𝑏(m)，海底勾配 tanβ である．  

 

 

表-3  離岸流発生間隔の観測値と推算値  

 

式 (4)から求めた推算値は観測値とほぼ同様

の数値となった．このことから離岸流の発生

間隔は波浪諸元及び海底勾配に依存し，それ

らを把握することで推算が可能であるといえ

る． 

 

5．波高の変化による離岸流の挙動把握  

本研究では波高の変化による離岸流の挙動

の把握に，新潟県内の 5 つの海岸と石川県の

内灘海岸で観測された合計 14 ケースの離岸

流の観測データを使用した．多くの海岸で離

岸流の流速は沖にいくほど遅くなる傾向がみ

られ、カスプ地形の突部付近で最大離岸流流

速が観測された．各ケースで観測された最大

離岸流流速と波高の関係を図 -11 に示す．図-

11 より，波高が大きくなると離岸流流速が大

きくなる傾向にあるといえる．  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図-11 波高と最大離岸流流速の関係  

 

 また，(1)式に必要な値と波高の因果関係を

複数の観測データを使用し，検討した．  

 離岸流発生間隔  

観測値 Yr (m) 

離岸流発生間隔  

推算値 Yr(m) 

ケース

1 
114 105 

ケース

2 
108 99 

ケース

3 
112 102 
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各海岸の離岸流観測データと地形データを

用いて，西の手法の概念に基づき分配率を算

定し，調査時に観測された有義波高との関係

を見ると一定の関係性が見られた（図‐12）．

図より近似式を作成し，それを分配率の推算

式とした(式 (5))． 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図-12 分配率と有義波高の関係  

 

分配率の推算式  

𝑝 = 1.20𝑒−1.03𝐻          (5) 

ここに，p は分配率 (1.0～0)，H は波高 (m)

である．  

  

また，各海岸の離岸流観測データを用いて，

沿岸流幅を算定し，調査時に観測された有義

波高との関係を見ると波高が大きくなると沿

岸流幅も大きくなる傾向がみられた．（図‐

13）．図より近似式を作成し，それを分配率の

推算式とした (式 (6))． 

 

 

 

 

 

 

 

 

図-13 沿岸流幅と有義波高の関係  

沿岸流幅の推算式  

𝑊𝑙 = 7.0𝐻 + 14.6        (6) 

ここに，w l は沿岸流幅 (m)，H は波高 (m)で

ある．  

 

 

次に離岸流の幅であるが，今回使用した UAV

映像からは波高が変化しても大きな差はみら

れなかったため，今回は観測値の平均値を推

算に使用した．本研究で使用した観測データ

より算定した離岸流幅を表 -4 に示す．  

 

表-4  各海岸で観測された離岸流幅  

 

波高から各値を算定し，離岸流流速の推算

をおこなった．別日での観測データが存在す

る網代浜の地形条件で離岸流流速の推算を行

い，観測値と推算値とで比較をおこなった (図

-14)． 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図-14 汀線から 40m 地点における離岸流流速  

 

図 -14 は汀線から 40m 地点の離岸流流速の

比較で，おおむね近しい値を推算できたこと

から，本研究で用いた離岸流流速の推算式を

用いれば地形データが既知の海岸において，

波浪条件から離岸流流速を推算が可能ではな

いかと考えられる．  

 

 

場所  有義波高

H1/3(m) 

離岸流幅

Wr ip(m) 

網代浜  0.96 8 

藤塚浜  0.52 10 

内灘海岸  0.90 10～12 

網代浜  0.42 8～9 

五十嵐浜  1.31 10 
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6．まとめ  

 本研究により，現地観測時に今後おこなう

必要のある調査項目を明確にすることができ

た．本研究で使用した離岸流流速の推算式に

流量の減衰項を追加することで，海底勾配を

把握している海岸では波浪条件がわかれば，

発生する離岸流の流速をより精度よく推算で

き，水難事故防止に役立てることが可能であ

ると考えられる．  
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